
長野県　松塩地区広域施設組合 経営比較分析表（令和5年度決算）
分析欄

業務名 業種・事業名 管理者の情報 自己資本構成比率（％） 剰余金の使途について（具体的な使用実績事業を記入してください） １．経営の状況について

法非適用 電気事業 非設置 該当数値なし 基金への積立の有無…無
   目的：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0円
一般会計への繰出しの有無…有
　 目的：塵芥処理施設運営費の特定財源　　　　　　　　　　324,307千円
その他の有無…無
　 目的：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0円

　当該事業は、現在のごみ焼却施設を建設する際に余熱利用（ごみ発電）設備建設の財源として公営企業債の借入れを行うために特別会計を
設置したもので、電力売払収入から発電設備の整備費等を差引いた剰余金を一般会計に繰出して、ごみ処理費用に充当しています。

●事業開始から現在に至るまで一般会計等からの繰入れを行うことなく、電力売
払収入から生じる収益によって経営を行っております。また、毎年度、剰余金相
当額（（総収益）＋（前年度繰越金）－（営業費用））を、予算の範囲内で一般
会計に繰り出すこととしております。

●収益的収支比率及びＥＢＩＴＤＡがそれぞれ100％前後、±10,000千円の範囲
で推移し、平均値を大きく下回っているのは、上記のとおり、剰余金相当額を一
般会計に繰出している（営業外費用に計上）ことによるものです。

●平成２５年度に企業債の償還が終了し、以降、営業収支比率は100％を大きく
上回っており、安定した経営を行っております。
　営業収支比率は売電価格の状況により大きく変動するため、今後も電力市場の
動向に注視していきます。

●供給原価は、令和４年度と比較し、電力売払収入が大幅に上昇したことによっ
て、余剰金相当額が増加し、併せて供給原価も上昇しています。

水力発電所数 ごみ発電所数 風力発電所数 太陽光発電所数

- 令和６年３月３１日　松本クリーンセンター - 無

売電先 地産地消の見える化率（％）※1

- 1 - -

その他発電所数 料金契約終了年月日 ＦＩＴ・ＦＩＰ適用終了年月日 電力小売事業実施の有無

日本テクノ株式会社 -

※1 行政区域内の需要家に小売されたことが客観的に明らかであるものを計上。なお、この基本情報をもって全ての地産地消エネルギーへの取り組みを評価するものではない。

年間発電電力量（MWh） R01 R02 R03 R04

ごみ発電 40,407 40,976 39,498 38,573 36,879

R05

水力発電 - - - - -

太陽光発電 - - - - -

風力発電 - - - - -

ＦＩＴ・ＦＩＰ以外 ＦＩＴ・ＦＩＰ 合計

年間電灯電力料収入（千円） 414,722 - 414,722

合計 40,407 40,976 39,498 38,573 36,879

１．経　営　の　状　況

R01 R02 R03 R04 R05 R01 R02 R03 R04 R02 R03 R04 R05R04 R05 R01
■当該値 101.1 101.0 96.0 99.2 102.1

R01 R02 R03R05 R01 R02 R03 R04 R05
▲ 8,258 ▲ 2,470 9,226■当該値 10,002.5 9,922.8 8,593.5 14,309.5 20,811.5

■平均値 134.7 141.8 138.2 135.0 136.6

■当該値 2,796 2,572■当該値 - - - - -■当該値 252.6 178.7 193.2 239.5 371.9
■平均値 - - - - -■平均値 253.6 238.0 227.5 238.5 235.0 ■平均値 33,434 36,820 35,532 36,111 39,983■平均値 19,066.3 18,998.7 17,544.5 19,886.6 23,723.7

２．経営のリスクについて

●今後、人口減少や構成市村のごみ減量の取組みによって、年々ごみ搬入量の減
少が見込まれることから、安定した発電電力量の確保が課題となっております。

●電力売払契約方法と並行して、特別会計（法非適の公営企業会計）の廃止も選
択肢から除外せずに検討が必要であると考えます。

●設備利用率は、近年の可燃ごみの減少に伴い、減少傾向にあります。

●修繕費比率は、当該事業に係る設備が「ごみ焼却施設」と一体となっており、
発電に係る修繕費のみを分けることが困難であるため、算出しておりません。

●平成２５年度に企業債の償還が終了して以降、借入を行っていないため、企業
債残高対料金収入比率は０％となっています。

●当該事業についてＦＩＴ・ＦＩＰ制度の適用はありません。電力の売払いにあ
たっては、電力市場の動向を注視しながら有利な売電に努めてまいります。

●施設全体 ●発電型式別

R01 R02 R03 R04 R05 R01 R02R01 R02 R03 R04 R05 R01

２．経　営　の　リ　ス　ク

- - ■当該値 76.7
R04 R05

■当該値 76.7 78.0 75.1 73.4 70.0 ■当該値 -
R03 R04 R05 R01 R02 R03R02 R03 R04 R05

- - - -
■平均値 28.7 29.1 29.4 28.9 27.4

- - - - ■当該値 -78.0 75.1 73.4 70.0 ■当該値 -- -
■平均値 71.8 70.4 70.8 71.7 68.2■平均値 - - - - - ■平均値 - - - - -■平均値 - - - - -

R02 R03R02 R03 R04 R05 R01 R02R01 R02 R03 R04 R05 R01
- ■当該値 0.0 0.0

R05
■当該値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ■当該値 - -

R04 R05 R01 R02 R03 R04R03 R04 R05 R01
- - -

■平均値 5.7 6.8 5.2 4.2 12.1 ■平均値

- - - ■当該値 - -0.0 0.0 0.0 ■当該値 - -- -
- - - -

R01 R02 R03 R04 R05

- - - - - ■平均値0.0 0.0 0.7 0.8 0.0 ■平均値- - -

R01 R02R01 R02 R03 R04 R05 R01

-- - ■平均値

- - ■当該値 0.0
R04 R05

■当該値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ■当該値 -
R03 R04 R05 R01 R02 R03R02 R03 R04 R05

- - - -
■平均値 184.7 175.7 208.4 198.6 198.0

- - - - ■当該値 -0.0 0.0 0.0 0.0 ■当該値 -- -
■平均値 55.3 54.4 57.6 38.0 25.6■平均値 - - - - - ■平均値 - - - - -■平均値 - - - - -

全体総括
R01 R02 R03 R04 R05 R01 R02 R03 R04 R02 R03 R04 R05 ●令和元年度に、将来に渡って安定的に事業を継続していくための中長期的な

経営の基本計画である「経営戦略」を策定し、発電設備の着実な点検・整備に
よる安定的な発電電力量の確保に取り組んでいます。

●今後、売電単価が本年度のようなな高水準で移行することは想定しがたく、
将来的には、一般会計からの繰入れなしには事業が継続できなくなることも予
想されます。

●特別会計（法非適の公営企業会計）の廃止も選択肢に入れ、今後の経営につ
いて検討していきます。

R05 R01
■当該値 - - - -

- ■平均値

- - -
R01 R02 R03 R04R05 R01 R02 R03 R04 R05

- -- ■当該値 - - - -- -
■平均値 - - - - - ■平均値 - -

- ■当該値 - - - -- ■当該値 - -
- -

■当該値 -
-

R01 R02 R03 R04 R05 R01 R02

- - - ■平均値 - -- - - ■平均値 - -- - - -

R03 R04 R05 R01 R02 R03
- - -

R05 R01 R02 R03 R04
■当該値 0.0 0.0 0.0-

R05R04 R05 R01 R02 R03 R04
■当該値 -0.0 0.0 -■当該値 - - - -

-■平均値 86.6 87.5 90.7 85.0 77.2
0.0 0.0 0.0■当該値 0.0 0.0 ■当該値 - -- - -

※ 令和1年度から令和5年度における各指標の全国平均値は、当時の団体数を基に算出していますが、設備利用率及び修繕費比率、企業債残高対料金収入比率、FIT・FIP収入割合については、令和5年度の団体数を基に平均値を算出しています。

■平均値 - - - - -■平均値 - - - - -■平均値 31.2 31.7 37.9 17.3 5.6■平均値 - - - -
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○ 水力発電 ○ ごみ発電 ○ 風力発電 ○ 太陽光発電

該当数値なし

該当数値なし
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